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（7） 荒川区立ゆいの森あらかわ条例 

平成２８年７月１５日 条例第１５号 

 

（設置） 

第１条 学びや体験の場の提供を通じて、あらゆる世代の区民の交流を促進するとともに、豊かな知識を育むことを支

援し、もってそれぞれの課題の解決並びに地域の文化及びコミュニティ 

の醸成に寄与することを目的として、荒川区立ゆいの森あらかわ（以下「ゆいの森」という。）を東京都荒川区荒川二丁

目５０番１号に設置する。 

（機能） 

第２条 ゆいの森は、次に掲げる機能を有し、これらを融合させ、施設全体を総合的かつ有機的に運営するものとす

る。 

 （１） 中央図書館 

 （２） 吉村昭記念文学館 

 （３） ゆいの森子どもひろば 

（事業） 

第３条 ゆいの森は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

 （１） 読書活動の推進に関する事業 

 （２） 吉村昭の功績の顕彰及びその作品等を通じた文学に親しむ場の提供に関する事業 

 （３） 親子の交流の場の提供に関する事業 

 （４） 子育てに関する情報の提供に関する事業 

 （５） 子育ての支援に資する人材の育成に関する事業 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事業 

（観覧料） 

第４条 ゆいの森の常設展示の観覧料は、無料とする。 

２ ゆいの森の特別展示の観覧料は、１，０００円を超えない範囲で区長が定める額とする。 

３ ゆいの森の特別展示を観覧しようとする者は、前項の規定による観覧料を前納しなければならない。 

（特別観覧の承認等） 

第５条 ゆいの森に保管され、又は展示されている資料（以下「資料」という。）について学術研究等のための撮影を目

的とした観覧（以下「特別観覧」という。）をしようとする者は、あらかじめ荒川区規則（以下「規則」という。）で定めるとこ

ろにより区長に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 区長は、前項の承認をするに際して、管理上必要な条件を付けることができる。 

３ 区長は、第１項の規定による申請が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の承認をしないものとする。 

 （１） 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

（２） ゆいの森の施設、附属設備又は資料を損傷するおそれがあると認められるとき。 

 （３） ゆいの森の管理上支障があると認められるとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、区長が特に特別観覧を不適当と認めるとき。 

（特別観覧料） 

第６条 ゆいの森の特別観覧料は、資料１点１回につき、２，０００円を超えない範囲で区長が定める額とする。 

２ 前条第１項の承認を受けた者は、前項の規定による特別観覧料を前納しなければならない。 

（特別観覧の承認の取消し等） 

第７条 区長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、特別観覧の承認を取り消し、又は特別観覧を制限し、

若しくは停止することができる。 

 （１） 第５条第１項の目的又は同条第２項の条件に違反したとき。 

 （２） この条例又はこれに基づく規則に違反したとき。 

 （３） 区長の指示に従わなかったとき。 

 （４） 災害その他の事故により特別観覧ができなくなったとき。 

 （５） 工事その他の都合により区長が特に必要と認めたとき。 



 

86 
 

（観覧料等の減免） 

第８条 区長は、特別の理由があると認めたときは、第４条第２項の観覧料又は第６条第１項の特別観覧料（以下「観覧

料等」という。）を減額し、又は免除することができる。 

（観覧料等の不還付） 

第９条 既納の観覧料等は、還付しない。ただし、区長は、特別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付

することができる。 

（駐車場） 

第１０条 ゆいの森に駐車場を設ける。 

２ 前項の駐車場の使用料は、次の表の左欄に掲げる使用時間の部分の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額とする。 

区分 使用料（１台につき） 

３０分以内の使用の部分 無料 

３０分を超える使用の部分 ３０分までごとに２００円 

３ 第１項の駐車場を使用しようとする者は、前項の規定による使用料を納付しなければならない。ただし、区長は、特

別の理由があると認めたときは、これを減額し、又は免除することができる。 

（損害賠償の義務） 

第１１条 ゆいの森の施設、附属設備又は資料に損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、区

長は、やむを得ない理由があると認めるときは、賠償額を減額し、又は免除することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（荒川区立図書館条例の一部改正） 

２ 荒川区立図書館条例（昭和２５年荒川区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 
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（8） 荒川区立ゆいの森あらかわ条例施行規則 

 

平成29年3月24日規則10号 

 

(趣旨) 

第1条 この規則は、荒川区立ゆいの森あらかわ条例(平成28年荒川区条例第15号。以下「条例」という。)の施行につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

 

(休館日) 

第 2条 荒川区立ゆいの森あらかわ(以下「ゆいの森」という。)の休館日は、次のとおりとする。ただし、区長が必要と認

めるときは、これを変更し、又は臨時に休館日を定めることができる。 

(1) 1月1日から同月3日まで及び12月29日から同月31日まで 

(2) 前号に掲げるもののほか、毎月2日以内で区長が別に定める日 

 

(開館時間) 

第3条 ゆいの森の開館時間は、午前9時30分から午後8時30分までとする。ただし、区長が必要と認めるときは、こ

れを変更することができる。 

 

(観覧券の交付) 

第4条 条例第4条第3項の規定により特別展示の観覧をしようとする者は、観覧料(条例第4条第2項に規定する観

覧料をいう。以下同じ。)を納付して、観覧券の交付を受けなければならない。ただし、条例第8条の規定により観覧

料を免除された者については、この限りでない。 

 

(特別観覧の申請) 

第5条 条例第5条第1項の規定により特別観覧をしようとする者(次項において「申請者」という。)は、荒川区立ゆいの

森あらかわ資料特別観覧申請書(別記第1号様式)により区長に申請し、その承認を受けなければならない。 

2 前項の場合において、申請者は、特別観覧をしようとする資料(条例第5条第1項に規定する資料をいう。)が著作権

法(昭和45年法律第48号)に基づく著作権の保護期間内のものであるとき又は寄託されたものであるときは、それぞ

れ著作権者又は寄託者の承諾書を添えて区長に申請するものとする。ただし、著作権法その他の法令の規定により

著作権者又は寄託者の承諾が不要な場合は、この限りでない。 

 

(特別観覧の承認) 

第6条 区長は、前条の規定による申請について特別観覧の承認をしたときは、特別観覧料(条例第6条第1項に規定

する特別観覧料をいう。以下同じ。)の納付と引き換えに、荒川区立ゆいの森あらかわ資料特別観覧承認書(別記第2

号様式)を交付するものとする。ただし、条例第8条の規定により特別観覧料を免除された者については、この限りで

ない。 

 

(特別観覧料の額) 

第7条 条例第6条第1項の規定により区長が定める特別観覧料の額は、別表に定めるとおりとする。 

 

(観覧料等の免除) 

第8条 条例第8条の規定により観覧料又は特別観覧料(以下「観覧料等」という。)を免除することができる場合は、次に

掲げるとおりとする。 

(1) 区内の小学校の児童並びに中学校の生徒及びこれらの引率者が教育課程に基づく教育活動として特別展示の観

覧をするとき。 

(2) 15歳(中学生)以下の区民が特別展示の観覧をするとき。 

(3) 65歳以上の区民が特別展示の観覧をするとき。 
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(4) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条第4項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている区民

及びその付添者が特別展示の観覧をするとき。 

(5) 東京都愛の手帳交付要綱(昭和42年3月20日42民児精発第58号東京都民生局長決定)第5条第1項の規定に

より愛の手帳の交付を受けている区民及びその付添者が特別展示の観覧をするとき。 

(6) 他の文学館等教育、学術又は文化に関する施設の職員が特別展示の観覧又は特別観覧をするとき。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるとき。 

2 前項の規定により観覧料等の免除を受けようとする者は、同項第2号から第6号までの規定に該当する場合を除き、

荒川区立ゆいの森あらかわ観覧料等免除申請書(別記第 3号様式)を区長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

3 第1項の規定により観覧料等の免除を受けようとする者は、観覧料の免除を受けようとする場合にあっては、第4条の

規定による観覧券の交付の際に、同項各号の規定のいずれかに該当することを証明することができるものを提示し

なければならない。 

4 第1項の規定により観覧料等の免除を受けようとする者は、特別観覧料の免除を受けようとする場合にあっては、第5

条の規定による特別観覧の申請の際に、同項第6号又は第7号の規定に該当することを証明することができるもの

を提示しなければならない。 

 

(観覧料等の還付) 

第9条 条例第9条ただし書の規定により観覧料等を還付することができる場合は、災害その他の事由により特別展示

の観覧又は特別観覧ができなくなったときとし、還付する額は、それぞれ観覧料又は特別観覧料に相当する額とす

る。 

2 前項の規定により観覧料等の還付を受けようとする者は、荒川区立ゆいの森あらかわ観覧料等還付申請書(別記第 4

号様式)に、観覧料の還付を受けようとする場合にあっては第 4条の観覧券を、特別観覧料の還付を受けようとする

場合にあっては第6条の承認書を添えて区長に提出しなければならない。 

 

(文学館資料の貸出し等) 

第10条 条例第2条第2号の吉村昭記念文学館の資料(以下「文学館資料」という。)は、他の文学館等教育、学術又は

文化に関する施設に館外貸出しをすることができる。 

2 前項の規定により文学館資料の館外貸出しを受けようとする者(以下この条において「申請者」という。)は、吉村昭記

念文学館資料貸出申請書(別記第5号様式)を区長に提出し、その承認を受けなければならない。 

3 前項の場合において、申請者は、館外貸出しを受けようとする文学館資料が著作権法に基づく著作権の保護期間内

のものであるとき又は寄託されたものであるときは、それぞれ著作権者又は寄託者の承諾書を添えて区長に申請す

るものとする。ただし、著作権法その他の法令の規定により著作権者又は寄託者の承諾が不要な場合は、この限り

でない。 

4 区長は、第2項の規定による申請を承認したときは、吉村昭記念文学館資料貸出承認書(別記第6号様式)を申請者

に交付するものとする。 

5 区長は、前項の規定により文学館資料を貸し出す場合は、次に掲げる条件を申請者に付けることができる。 

(1) 貸出しを受けた文学館資料(以下「貸出資料」という。)は、善良なる管理者の注意をもって管理すること。 

(2) 貸出資料の取扱いは、学芸員又はこれと同等の資格を有すると認められる者が行うこと。 

(3) 次項に規定する貸出期間内において貸出資料の保管等のために要する費用は、全て申請者の負担とすること。 

(4) 貸出資料は、貸出しの目的以外に利用しないこと。 

(5) 貸出資料を展示する場合は、原則としてケース内に展示することとし、当該展示には、区が所蔵し、又は寄託を受

けている旨その他の区が指示する事項を明示すること。 

(6) 貸出資料を滅失し、又は毀損した場合は、その損害を賠償すること。 

(7) 区において貸出資料を必要とする特別の事由が生じたときは、次項に規定する貸出期間内であっても区に貸出資

料を返却することとし、これにより生じた申請者の損害については、区はその責めを負わないものとすること。 

(8) 前各号に掲げる条件に違反する行為があった場合は、貸出しの承認を取り消す場合があること。 

6 貸出資料の貸出期間は、貸出日から 30日以内とする。ただし、区長が必要と認めるときは、これを延長することがで

きる。 
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(駐車場の使用料の免除等) 

第11条 条例第10条第3項の規定により駐車場の使用料を免除することができる場合は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 身体障害者福祉法第15条第4項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者が使用するとき。 

(2) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第12条第1項に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法(昭和35年法

律第37号)第12条第1項に規定する知的障害者更生相談所において知的障害と判定を受けた者が使用するとき。 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条第2項の規定により精神障害者保

健福祉手帳の交付を受けている者が使用するとき。 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律(平成17年法律第123号)第4条第1項に規定する治療

方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定

める程度である者が使用するとき。 

(5) 原子爆弾被爆者の医療等に関する法律(昭和32年法律第41号)に基づく被爆者健康手帳の交付を受けている者が

使用するとき。 

(6) 官公署が公益を目的として使用するとき。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるとき。 

2 前項の規定により駐車場の使用料の免除を受けようとする者は、同項第1号から第6号までの規定のいずれかに該

当する場合は、申出の際に、これらの規定のいずれかに該当することを証明することができるものを提示しなければ

ならない。 

 

(入館の制限) 

第12条 区長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、ゆいの森への入館を断り、又は退場させることができる。 

(1) 他人に危害を及ぼし、又は他人に迷惑となるおそれがあると認められる者 

(2) 飲酒又は薬物の影響で管理上支障があると認められる者 

(3) ゆいの森内において、許可なく物品の販売その他の営業行為をすると認められる者 

(4) 前3号に掲げるもののほか、管理上支障があると認められる者 

 

(委任) 

第13条 条例及びこの規則に定めるもののほか、ゆいの森の管理及び運営について必要な事項は、区長が定める。 

 

附則(略) 
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（9） 荒川区立図書館館則 

 

平成10年 4月15日教委規則第2号 

最終改正：平成29年3月24日教委規則第6号 

                                                                                                     

(目的) 

第1条 この規則は、荒川区立図書館条例(昭和25年 荒川区条例第17号。以下「条例」という。)に基づき、荒川区立

図書館(以下「館」という。)の運営等について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第1条の2  この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 中央図書館 条例第2条に規定する区立中央図書館をいう。 

(2) 地域館 条例第2条に規定する区立図書館(中央図書館を除く。)をいう。 

(3) 図書サービスステーション 荒川区立図書サービスステーション運営要綱(平成19年8月29日付け19荒教南図第

250号)に規定する図書サービスステーションをいう。 

 

（事業） 

第2条 館は、図書館法(昭和25年法律第118号)第3条に基づき、次の事業を行う。 

（1） 図書、地域及び行政資料、地図、新聞、雑誌等（以下「図書資料」という。）及びＣＤ、カセットテープ、ＤＶＤ、ビデ

オテープ等（以下「視聴覚資料」という。）の収集、整理及び保存 

（2） 図書資料及び視聴覚資料の館内利用及び館外貸出し 

（3） 視聴覚機材の館外貸出し 

（4） 資料案内及び資料相談 

（5） 視覚障害者に対するデイジー図書、録音図書、点字図書等（以下「障害者サービス資料」という。）の館外貸出し並

びに音訳、録音、点訳等奉仕事業の実施及び奉仕者の育成 

（6） 病気、身体に障害がある等の理由で来館が困難な利用者への図書資料、視聴覚資料及び障害者サービス資料

（以下「図書館資料」という。）の宅配及び郵送 

（7） 図書資料及び障害者サービス資料の相互貸借 

（8） 読書会、講演会、映画会、お話会等の開催 

（9） 学校その他関係機関との連携による図書資料及び視聴覚機材の活用 

（10） 前各号に掲げるもののほか、館の目的達成のため必要な事業 

 

（開館時間） 

第3条 館の開館時間は、次の表のとおりとする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、これを変更することができ

る。 

中央図書館 午前9時30分から午後8時30分まで 

南千住図書館 

 

 

1 火曜日から土曜日まで 午前9時30分から午後7時30分まで 

2 日曜日、臨時開館日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

に規定する休日（以下「祝日」という。） 午前9時30分から午後5時まで 

地域館及び 

図書サービス

ステーション 

１ 火曜日から金曜日まで 午前9時30分から午後7時30分まで 

２ 土曜日、日曜日、臨時開館日及び祝日 午前9時30分から午後5時まで 

2 前項の規定にかかわらず、中央図書館の館長(以下「中央図書館長」という。)が特に必要と認めるときは、同項に定め

る開館時間を臨時に変更することができる。 
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（休館日） 

第4条 館の休館日は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、これを変更し、又は開館すること

ができる。 

中央図書館 1 1月1日から同月3日まで及び12月29日から同月31日まで 

2 月に1日、中央図書館長が定める館内整理日及び必要な範囲内で中央図書館

長が定める特別整理日 

3 その他教育委員会が館の運営上特に認める日 

地域館及び図

書サービスステ

ーション 

 

 

1 1月1日から同月4日まで及び12月29日から同月31日まで 

2 月曜日(月曜日が休日に当たるときは、当該日の直後の休日でない日) 

3 月に1日、中央図書館長が定める館内整理日及び必要な範囲内で中央図書館

長が定める特別整理日 

4 その他教育委員会が館の運営上特に認める日 

 

(個人貸出し) 

第5条 個人で図書館資料の館外貸出しを受けようとする者は、住所を確認できるものを提示してあらかじめ住所、氏名

等を登録しなければならない。 

2 中央図書館及び各地域館の館長(以下「館長」という。)は、前項の登録をした者に、各館共通の図書館利用カードを

交付する。 

3 中央図書館長は、継続して2年以上図書館資料の貸出しがない者について、その登録を抹消することができる。 

4 病気、身体に障害がある等の理由で来館が困難な者への図書館資料の貸出しは、郵送又は宅配によることができ

る。 

5 個人に貸し出すことができる図書館資料の数、貸出期間等については、中央図書館長が定める。 

6 図書館利用カードの交付を受けた者は、登録した内容に変更があった場合は、速やかにその内容を届け出なけれ

ばならない。 

7 図書館利用カードの交付を受けた者は、図書館利用カードを他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 

（団体貸出し） 

第6条 団体で図書館資料又は視聴覚教材の館外貸出しを受けようとするものは、あらかじめ団体名、所在地等を登録

しなければならない。 

2 館長は、前項の登録をした団体に、各館共通の図書館利用カード又は視聴覚機材用の団体利用カードを交付する。 

3 中央図書館長は、継続して2年以上図書館資料又は視聴覚機材の貸出しがない団体について、その登録を抹消す

ることができる。 

4 団体に貸し出すことができる図書館資料又は視聴覚機材の数、貸出期間等については、中央図書館長が定める。 

5 中央図書館長は、図書館資料又は視聴覚機材の団体貸出しを受けた団体の代表者に対し、当該貸出しに係る図書

館資料又は視聴覚機材の利用状況について報告を求めることができる。 

 

（館内利用） 

第7条 中央図書館の館内のインターネットサービス(館内に設置されているパソコンを使用する場合に限る。)、学習席

等を利用する者は、座席管理システム(区の機関の使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。以下同じ。)と利用申

請をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。)により利用登録を行う

ものとする。 

2 地域図書館の館内のインターネットサービス、学習席等を利用する者は、図書館利用カードを提示し、又は住所、氏

名等を届け出なければならない。 

3 館内のインターネットサービス、学習席等の利用方法、利用時間帯等は、中央図書館長が定める。 

 

（図書資料の複写） 

第8条 館の利用者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第31条に規定する範囲内において、図書資料を複写する

ことができる。 
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2 前項の規定にかかわらず、複写による破損等のおそれがある図書資料で館長が指定するものについては、これを複

写することができないものとする。 

3 複写に要する費用は、利用者の負担とする。 

 

（利用の制限等及び延滞への措置等） 

第 9条 館長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、館の利用を制限し、若しくは退館させ、又は第５条第１項

若しくは第6条第1項に定める登録を取り消すことができる。 

（1） 館の秩序を乱し、他の利用者の迷惑になる行為をする者 

（2） 図書館資料を重過失により紛失し、又は汚破損した者 

（3） 貸出手続を経ずに図書館資料を持ち出した者 

（4） 登録内容の変更届出を怠った者又は虚偽の内容を登録した者 

（5） 図書館利用カードを他人に貸与し、又は譲渡した者 

（6） その他館長が不適当と認める者 

2 館長は、館において特に指定した図書館資料又は視聴覚機材について、その貸出しを制限することができる。 

3 図書館資料又は視聴覚機材の貸出しを受けた者は、これを営利を目的として利用してはならないものとし、かつ、善

良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。 

4 館長は、貸出しを受けた図書館資料又は視聴覚機材の返納を怠った者その他不適当と認めた者の貸出し、予約等

を停止し、又は第5条第1項若しくは第6条第1項に定める登録を取り消すことができる。 

5 館長は、前項の規定により登録を取り消した場合においては、第5条第2項若しくは第6条第2項に規定する図書

館利用カード又は団体利用カードの返納を命ずるものとする。 

6 前各項に規定するもののほか、館長は、違法行為に対しては、法的措置について検討の上、対処するものとする。 

 

（相互貸借） 

第10条 図書資料及び障害者サービス資料の相互貸借に要する送料等の費用は、当該資料を館に申し込む利用者の

負担又は貸出先の他の公立図書館等の負担とする。ただし、法令等により無料とされる場合、借受先の規程等により

借受先の館の負担とされる場合、配本車又は協力車による場合及び第5条第4項の規定により貸出しを受ける者に

ついては、この限りではない。 

2 相互貸借の運営、手続等については別に定める。 

 

(損害賠償) 

第11条 館の施設、図書館資料及び視聴覚機材等に損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、利用者が図書館資料又は視聴覚機材を紛失し、又は損傷したときは、同一又は相当の資

料等をもって補填させることができる。 

 

(委任) 

第12条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

1 この規則は、平成10年5月1日から施行する。 

2 東京都荒川区立図書館館則（昭和42年荒川区教育委員会規則第1号）は、廃止する。 

3 この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都荒川区立図書館館則（以下「改正前の館則」という。）に基づき

交付を受けている個人利用証又は団体利用証は、それぞれ第5条、第6条の規定により定められたものとみなす。 

4 この規則の施行の際、改正前の規則又は荒川区立図書館館則の規定に基づき個人貸出し又は団体貸出しを受けて

いる資料の取扱いについては、なお従前の例による。 

   附 則 

 この規則は、平成21年11月1日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成29年3月26日から施行する。 
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（10） 荒川区立図書館処務規程 

 

平成10年4月20日教委訓令甲第4号 

最終改正：平成29年3月24日教委訓令甲第3号 

 

(趣旨) 

第 1条 この規程は、荒川区立中央図書館(以下「中央図書館」という。)並びに荒川区立南千住図書館(以下「南千住図

書館」という。)、荒川区立尾久図書館(以下「尾久図書館」という。)、荒川区立町屋図書館(以下「町屋図書館」という。)

及び荒川区立日暮里図書館(以下「日暮里図書館」という。)(以下「地域館」という。)に関する事務を処理するために必

要な事項を定める。 

 

(職員) 

第2条 中央図書館及び地域館に館長を置く。 

2 前項のほか、地域館に地域館を総括する職員(以下「地域図書館課長」という。)を置く。 

3 前2項のほか、中央図書館及び地域館に必要な職員を置くことができる。 

 

第3条 前条第1項の館長及び第2項の地域図書館課長は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条の3の規

定により、次の表の左欄に掲げる職について、同表の右欄に掲げる職員をもって充てる。 

中央図書館の館長 地域文化スポーツ部ゆいの森課長の職にある者 

地域図書館課長 地域文化スポーツ部地域図書館課長の職にある者 

南千住図書館の館長 地域文化スポーツ部地域図書館課(以下「地域図書館課」という。)南千住図書

館長の職にある者 

尾久図書館の館長 地域図書館課尾久図書館長の職にある者 

町屋図書館の館長 地域図書館課町屋図書館長の職にある者 

日暮里図書館の館長 地域図書館課日暮里図書館長の職にある者 

2 前条第3項の規定により前項以外の職員を置く場合は、荒川区教育委員会(以下「教育委員会」という。)所属職員のう

ちから教育委員会が配属する。 

 

（職員の職責) 

第4条 中央図書館の館長(以下「中央図書館長」という。)は、教育委員会の命を受け中央図書館の館務及び地域館の

サービス業務を総括し、中央図書館の職員を指揮監督する。 

2 地域図書館課長は、教育委員会の命を受け、地域館の館務(前項に規定する中央図書館長の職責に係る部分を除

く。)を総括し、地域館の職員を指揮監督する。 

3 地域館の館長(以下「地域館長」という。)は、教育委員会の命を受けて、地域館の事務を処理する。 

4 その他の職員は、上司の命を受けて事務に従事する。 

 

（事務分掌） 

第5条 中央図書館の事務分掌は、次のとおりとする。 

(1) 図書館の業務の総合的な計画及び調整に関すること。 

(2) 図書館の広報及び利用案内に関すること。 

(3) 資料の受入れに関すること。 
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(4) 学校図書館その他関係機関との連携に関すること。 

(5) 中央図書館の資料の収集、保存及び除籍に関すること。 

(6) 中央図書館の資料の貸出し、予約、相互貸借等に関すること。 

(7) 中央図書館のレファレンスサービス、児童サービス、ティーンズサービス、障害者サービスその他のサービス(以下

「利用者サービス」という。)に関すること。 

(8) 中央図書館で実施する事業及び同館と地域館との共同で実施する事業の企画に関すること。 

(9) 中央図書館の施設の維持管理に関すること。 

(10) その他地域館に属しないこと。 

 

2 地域館の事務分掌は、次のとおりとする。 

(1) 各地域館の資料の収集、保存及び除籍に関すること。 

(2) 各地域館の資料の貸出し、予約、相互貸借等に関すること。 

(3) 各地域館の利用者サービスに関すること。 

(4) 各地域館で実施する事業の企画及び広報に関すること。 

(5) 各地域館の施設の維持管理に関すること。 

 

（決定対象事案)） 

第6条 中央図書館長の決定すべき事案は、次のとおりとする。 

(1) 職名又は館名で文書を受理し、又は発送すること。 

(2) 荒川区立図書館館則(平成10年荒川区教育委員会規則第2号。以下「館則」という。)又は荒川区立図書館資料取

扱規程(昭和58年荒川区教育委員会訓令甲第2号。以下「資料取扱規程」という。)の規定により中央図書館長の権限

とされている事務に関すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること。 

2 地域図書館課長の決定すべき事案は、地域館全体の調整等が必要な事案とする。 

3 地域館長の決定すべき事案は、次のとおりとする。 

(1) 職名又は館名で文書を受理し、又は発送すること。 

(2) 館則又は資料取扱規程の規定により地域館長の権限とされている事務に関すること。 

(3) 前2号のほか軽易な事項に関すること。 

 

(事案の決定の臨時代行) 

第7条 前条の規定により中央図書館長、地域図書館課長又は地域館長の決定の対象とされた事案について至急に決

定を行う必要がある場合において中央図書館長又は地域図書館課長が出張又は休暇その他の理由により不在であ

るときは、中央図書館長、地域図書館課長又は地域館長があらかじめ指定する職員が決定するものとする。 

 

(事業報告等) 

第8条 中央図書館長は、毎月5日までに教育委員会に、地域館長は、毎月3日までに中央図書館長及び地域図書館

課長に対して、前月分の事業の実績及び概要を報告しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、重要又は異例に属する事項は、その都度、地域館長にあっては中央図書館長及び地域

図書館課長に、中央図書館長にあっては教育委員会に報告しなければならない。 

 

(準用) 

第9条 この規程に定めるもののほか、事案決定、文書の管理その他必要な事項については、教育委員会事務局に適

用される規定を準用する。 

 

附則(略) 
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（11） 荒川区立図書館資料取扱規程 

昭和58年1月28日教委訓令甲第2号 

改正：平成29年3月24日教委訓令甲第4号 

（趣旨） 

第1条 この規程は、荒川区立図書館の図書館資料（以下「資料」という。）の取扱について、必要な事項を定めるものと

する。 

（資料） 

第2条 この規程において資料とは、荒川区立図書館館則（平成10年荒川区教育委員会規則第２号）第２条第１号に定

める図書資料及び視聴覚資料のうち、一般の利用に供することを目的としたものをいう。 

（データ管理） 

第3条 荒川区立中央図書館(以下「中央図書館」という。)の館長は、図書館コンピュータ・システム(以下「図書館システ

ム」という。)により資料のデータを管理しなければならない。ただし、図書館システムにより管理できない資料は、目録

を作成し管理するものとする。 

（除籍） 

第4条 中央図書館及び地域館(荒川区立図書館処務規程(平成10年荒川区教育委員会訓令甲第4号)第1条に規定

する地域館をいう。以下同じ。)の館長は、次の各号のいずれかに該当する資料については、除籍することができるも

のとする。ただし、地域館の館長が資料の除籍を行う場合にあっては、中央図書館の館長と協議の上、これを行うも

のとする。 

(1) 保存年限を経過した逐次刊行物等 

(2) 毀損又は汚損が著しく、使用に耐えない資料 

(3) 重複本で館外貸出しの回数(以下「利用頻度」という。)が低くなった資料 

(4) 受入後5年を経過し、除籍をしようとする日の前1年間の利用頻度が低く、かつ、内容の価値が著しく低下した資料 

(5) 館外貸出しを行った日以降、2度目の特別整理日までに返却されない資料 

(6) 館外貸出しを受けた者が、災害その他不可抗力の事由により返却することができなくなった資料 

(7) 紛失した資料 

2 前項の規定にかかわらず、貴重な資料については、修理、再製本等を行い除籍しないものとする。 

（特別整理等） 

第5条 中央図書館及び地域館の館長は、資料の適正な管理及び質的向上を図るため、毎年特別整理を行う。 

 

付 則 

この規程は、昭和58年4月1日から施行する。 

附 則(平成13年3月30日教委訓令甲第10号) 

この訓令は、平成13年4月1日から施行する。 

附 則（平成26年3月31日教委訓令甲第4号） 

この訓令は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則(平成 29年 3月 24日教委訓令甲第 4号) 

  この訓令は、平成 29年 3月 26日から施行する。 
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（12） 荒川区立図書館資料収集要綱 

平成 １ ９ 年 ３ 月 １ ４ 日 

18荒教南図第 538号 

（教 育 長 決 定） 

平成２９年４月１日一部改正 

（目的） 

第１条 この要綱は、荒川区立図書館館則（平成１０年荒川区教育委員会規則第２号。以下「館則」という。）第２条

３号の規定に基づく図書資料及び視聴覚資料の収集（以下「収集」という。）に関し、その基本的な方針を定め、

荒川区立図書館（以下「区立図書館」という。）における適切な資料の収集と充実を図ることを目的とする。 

（収集する資料の範囲） 

第２条 区立図書館で収集する資料の範囲は、図書、逐次刊行物、地域資料、行政資料、視聴覚資料、障がい者

サービス用資料、電子資料、文書類、パンフレットその他時代の要求に合った多様な形態の資料とする。 

（基本方針） 

第３条 公立図書館の役割は、国民の等しく教育を受ける権利を保障し、社会教育の機会及び環境を醸成するた

めに、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、及び保存して、一般公衆の利用に供し、その教養、調

査研究、レクリエーション等に資することにあり、これを踏まえ区立図書館は、公立図書館の役割を果たし、地

域の事情及び区民の希望に沿い、図書館資料を収集して、区民に提供するため、次に掲げる方針を基本とし

て、収集を行うものとする。 

（１）収集に当たっては、区民の区立図書館に対する期待と要求に沿って行うとともに、公共財としての資料価値を

判断し、区民の潜在的な要求を堀り起こして知的好奇心を刺激し、新たな世界を発見するよう努める。 

（２）収集に当たっては、社会経済情勢、制度の改廃、新しい技術、新しいテーマ、最新の流行等時代の変化に留

意し、常に新鮮で魅力ある資料を選択するよう努める。 

（３）収集は、合同選択会議等による協議を経て荒川区立中央図書館（以下「中央図書館」という。）の館長（以下

「中央図書館長」という。）が決定する。 

（４）収集に当たっては、あらゆる分野にわたって、生活実用目的から入門的、基本的なものから区民の調査研究

に必要な専門的なものまで幅広くより多く収集し、区立図書館各館が全体で一つのシステムとして区全体の資

料構成を図る。 

（５）荒川区の歴史や地域に関する資料は、網羅的に収集する。 

（６）区立図書館は、図書館の自由に基づき、資料収集の自由を有する。 

ア 多様な対立する意見のある問題については、それぞれの観点に立つ資料を公平に幅広く収集する。 

イ 著者の思想的、宗教的又は党派的な立場にとらわれて、その著作を排除することはしない。 

ウ 区立図書館職員の個人的な関心又は個人の好みによる資料選択は行わない。 

エ 個人、組織又は団体からの圧力又は干渉によって資料収集の自由を放棄したり又は紛糾を恐れて自己規制

したりはしない。 

（７）次に掲げる内容の資料は収集しない。ただし、保存や専門機関の活用、協力借受等を含む提供について慎

重に対処する。 

ア 差別を助長するおそれのあるもの 

イ 関係者の名誉、プライバシーその他の人権を侵害することが裁判により確定し又は客観的に明らか 

  であるもの 

ウ 刑法（明治４０年法律第４５号）第１７５条に規定するわいせつ物に該当することが裁判により確定し、又は該当

するか否かについて係争中のもの 

エ 児童売春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律（平成１１年法律第５２号）第２条

第３項に規定する児童ポルノに該当することが裁判により確定し、又は該当するか否かについて係争中のもの 

オ 東京都青少年の健全な育成に関する条例（昭和３９年東京都条例第１８１号）第９条の指定図書類 

カ 健康法や健康食品に関する資料のうち、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３２条の２の誇大表示に該

当し、又は薬事法（昭和３５年法律第１４５号）の規定に違反することが裁判により確定し、又は客観的に明らか

なもの 
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キ 著作者の公表権を侵害して作成され、これを公開することが著作者の意思に反するもの 

ク 学習参考書、受験問題集、資格試験問題集、ゲームブック等長期間個人で占有されるもの 

ケ その他中央図書館長が決定するもの 

（８）前号の規定は、寄贈資料の受入れに当たっても適用する。 

２ 区立図書館は、前項の方針を、時代の変化に合わせて不断に改訂するよう努めるとともに、区民に公開して、

広く区民からの意見及び協力を得るよう努める。 

（一般図書） 

第４条 一般図書の収集に当たっては、社会経済情勢、制度の改廃、地域活性化の課題、新しい技術、新しいテ

ーマ、最新の流行等時代の変化とニーズに留意し、区民の知的欲求と学習意欲に応えるため、常に新鮮で魅

力ある資料を収集する。 

２ 一般図書は、あらゆる分野にわたって、その時期話題になった作品、各界受賞作品、生活実用目的から入門

的、基本的なものから区民の調査研究に必要な専門的なものまで、幅広くより多く収集するとともに、区民にさ

まざまな分野の図書を提供するために、区立図書館の各館で一定分野を分担して収集し、収集するタイトル数

を増やすよう努めるものとする。 

（児童図書） 

第５条 児童図書の収集に当たっては、子どもの豊かな成長を育み、興味や知識欲に対応し、読書の喜び及び調

べものの楽しさを得られるよう、様々な図書の収集に努める。 

（中・高生向けの図書） 

第６条 中・高生向けもしくは１０代向けの図書の収集に当たっては、大人への入口世代の悩み及び関心を考慮し、

読書の喜び及び知識欲を得られるよう、様々な図書の収集に努める。 

（参考図書） 

第７条 区民の調査研究に必要な辞典、事典、年鑑、年表、目録、書誌、白書、法令等を幅広く収集する。 

（地域資料及び行政資料） 

第８条 区民の「荒川を知る」ための調査研究を援助するため、区及び区内の個人団体の発行した資料並びに区

の歴史、文化、民俗、地理等に関する資料を網羅的に収集するとともに、東京都又は周辺区の発行した資料

及び江戸東京に関する資料を幅広く収集する。 

（新聞） 

第９条 日々の情報を得るために、主要全国紙を中心に、英字新聞、ハングル新聞、経済紙などを幅広く収集す

る。      

（雑誌） 

第１０条 雑誌からは、図書には掲載できない速報性と多様性のある情報が得られるため、実用生活分野から専

門的分野に至るまで、雑誌を幅広くより多く収集する。 

（視聴覚資料） 

第１１条 情報メディアの多様化に対応して、視聴覚資料をできるだけ幅広く収集する。 

（１）ＣＤについては、区立図書館の各館において様々なジャンルを幅広く収集する。 

（２）ＤＶＤについては、中央図書館及び荒川区立南千住図書館（以下「南千住図書館」という。）において、教養、

学習、実用等目的のため、紙メディアだけではその分野を知る上で十分な情報提供にはならず、映像表現の

方が優れているものを中心に著作権処理を済ませているものに限定して収集する。 

（３）ビデオテープについては、南千住図書館において、前号の規定に基づき収集する。 

（４）映画フィルムについては、南千住図書館において、教養、学習、実用及び児童向け作品を中心に収集する。 

（障がい者サービス資料） 

第１２条 主に視覚に障がいのある利用者向けに、一般の墨字資料に代わり、点字本、録音図書、大活字本等を

幅広く収集するとともに、必要に応じて障がい者サービス資料を区立図書館が自ら作成する。 

（電子資料） 

第１３条 調査研究目的に、各種電子媒体による出版物、インターネット情報、データベース等を必要に応じて収

集する。 

（パンフレット等） 

第１４条 調査研究目的に、必要に応じて収集する。 
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（寄贈資料） 

第１５条 寄贈資料の受入れについては、前各条の規定を準用する。 

（未所蔵資料へのリクエスト） 

第１６条 未所蔵資料のリクエストについては、この要綱の規定に沿う資料についてできる限り収集することとし、収

集しない場合であっても、協力借受の活用、専門機関の紹介等によりできるだけの提供をおこなうよう努めるも

のとする。 

２ 前項の規定に係らず、次に掲げる内容の未所蔵資料へのリクエストについては、提供しないものとする。 

（１）第３条第７号に掲げるもの 

（２）ポルノ、官能小説等 

（３）ゲームブック 

（４）ギャンブル本 

（５）カルト本 

（６）新興宗教の教派出版物 

（７）授業で用いる翻訳本 

（８）視聴覚資料 

（９）コミック 

（１０）その他区立図書館の資料として収集しないと判断するもの 

（資料の更新、保存及び除籍） 

第１７条 区立図書館は、常に適正な資料構成を維持し、不断に除架や更新を行うことにより、魅力ある新鮮な資

料に発展させるよう努める。 

２ 区立図書館は、将来の利用に備えるため、資料価値が高い資料、区内で最後の１冊の資料、品切れ、絶版等

により入手不可能な資料、絵本等の複本、研究目的で開架扱いが相応しくないもの等の資料を保存庫で保存

する。 

３ 新聞及び雑誌については、区間の相互協力保存の一環を荒川区としても担い、貴重な資料を共同保存する。 

４ 区立図書館は、荒川区立図書館資料取扱規程（昭和５８年教委訓令甲第２号）第４条の規定に基づく除籍を不

断に行うことにより、適正な資料構成に努めるものとする。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、収集に関して必要な事項は、中央図書館長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年３月１５日から施行する。 
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（13） 荒川区立図書館図書サービスステーション運営要綱 

 

19荒教南図第 250号 

平成19年8月29日決定 

（  教 育 長 決 定  ） 

平成21年9月15日一部改正 

（目的） 

第 1条 この要綱は、荒川区立図書館図書サービスステーション（以下「図書サービスステーション」という。）の運

営に関し、荒川区立図書館館則（平成10年荒川区教育委員会規則第2号。以下「館則」という）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

（設置） 

第2条 荒川区立図書館の事業を行うため、別表のとおり図書サービスステーションを設置する。 

（事業） 

第3条 図書サービスステーションは、館則第2条の規定に基づく荒川区立図書館の事業のうち、次の事業を行

う。 

（1） 図書資料の館内利用及び館外貸出し 

（2） 視聴覚資料の館外貸出し 

（3） 図書資料の収集、整理及び保存 

（4） 資料案内及び資料相談 

（5） 前各号のほか、館の目的達成のため必要な事業 

（開館時間） 

第4条 図書サービスステーションの開館時間は、館則第3条の規定に基づく時間とする。 

（休館日） 

第5条 図書サービスステーションの休館日は、館則第4条の規定に基づく日とする。 

（運営管理） 

第6条 図書サービスステーションの運営管理は、別表に掲げる図書サービスステーションの区分ごとに、同表に

定める荒川区立図書館の長が行う。 

（委任） 

第7条 この要綱を定めるもののほか、必要な事項は、南千住図書館長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成19年9月8日から施行する。 

     附 則 

  この要綱は、平成21年11月14日から施行する。 

 

別表（第2条関係） 

名称 位置 運営管理を行う者 

荒川区立南千住図書館 

汐入図書サービスステーション 

（略称）汐入図書サービスステーション 

荒川区南千住八丁目12番 

5－114号 

べるぽーと汐入東館1Ｆ 

荒川区立南千住図書館長 

荒川区立日暮里図書館 

冠新道図書サービスステーション 

（略称）冠新道図書サービスステーション 

荒川区西日暮里六丁目25番14号 荒川区立日暮里図書館長 
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（14） 荒川区立図書館相互貸借運営要綱 

                                                      

２１荒教南図第１２４２号 

平成２１年９月２９日決定 

（  教 育 長 決 定  ） 

平成２９年４月１日一部改正 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、荒川区立図書館館則（平成１０年荒川区教育委員会規則第２号。以下「館則」という。）第２条

第１０号に規定する相互貸借の実施に際し、荒川区立図書館（以下「館」という。）と他の公立図書館との間に

おける相互貸借の取扱について必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、館則に定めるもののほか、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に

定めるところによる。 

（１） 協力貸出 館が図書資料及び障がい者サービス資料を他の公立図書館等に貸し出すことをいう。 

（２） 協力借受 館が他の公立図書館等から図書資料及び障がい者サービス資料を借り受けて館の利用者に提

供することをいう。 

（３） 相互貸借 協力貸出及び協力借受を総称していう。 

（４） 協力貸出先館 館が協力貸出を行う際の相手側の公立図書館等をいう。 

（５） 協力借受先館 館が協力借受を受ける際の相手側の公立図書館等をいう。 

（６） 図書資料 図書、地域及び行政資料、地図、新聞及び雑誌等をいう。 

（７） 障がい者サービス資料 視覚障がい者に対するデイジー図書、録音図書及び点字図書等をいう。 

（８） 視聴覚資料 CD、カセットテープ、DVD、ビデオテープ及び映画フィルム等をいう。 

（９） 視聴覚機材 １６ミリ映写機及びスクリーン等をいう。 

（実施基準） 

第３条 館は、この要綱に定めるもののほか、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める規程等に基づき

相互貸借を行うものとする。 

 （１） 第二ブロック（文京区、北区、台東区及び荒川区をいう。以下同じ。）の区立図書館 第二ブロック図書館相

互協力協定（平成６年６月１５日締結）及び同雑誌の分担保存・調整協定（平成６年７月１日締結）に定めるとこ

ろによる。 

 （２） 第二ブロックを除く区立図書館 ２３区公立図書館間相互貸借申し合わせに定めるところによる。 

 （３） 都立図書館 東京都立図書館協力貸出規程に定めるところによる。 

 （４） 多摩地域の市町村立図書館 ２３区と多摩地域市町村立図書館間の相互貸借申し合わせに定めるところ

による。 

 （５） 前各号に掲げるもの以外の地方自治体の公立図書館 公共図書館間資料相互貸借指針（平成１１年６月２

３日策定）に基づく協力借受先館及び協力貸出先館の規程等に定めるところによる。 

 （６） 国立国会図書館 国立国会図書館資料利用規則（平成１６年国立国会図書館規則第５号）に定めるところ

に 

よる。 

２ 協力借受できる資料又は協力貸出できる資料は、所蔵する図書資料及び障がい者サービス資料とし、視聴覚

資料及び視聴覚機材は除くものとする。ただし、利用に制限のある資料については、館と他の公立図書館等と

の間で取り決めるものとする。 

（障がい者サービス資料の相互貸借） 

第４条 館は、図書館間相互協力の趣旨に基づき、全国の公立図書館及び点字図書館等に館所蔵の障がい者

サービス資料の協力貸出をし、又は全国の公立図書館及び点字図書館等から館未所蔵の障がい者サービス

資料の協力借受をすることができる。 

２ 相互貸借の期間は、貸出手続を行った日から返却されるまで２か月以内とする。この場合において、期間の延
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長は行わないものとする。 

３ 障がい者サービス資料の配送は、原則として書籍郵便小包により行うものとし、その経費は、法令等により無料

と定められている場合を除き、協力貸出の場合は協力貸出先館、又は協力借受の場合は協力借受を申込む

館の負担とする。 

４ 相互貸借に係る障がい者サービス資料を紛失し、又は汚破損した場合は、館又は協力貸出先館は、同一又は

相当の資料等をもってその補填をしなければならない。 

（第二ブロックにおける相互貸借） 

第５条 館は、図書館間相互協力の趣旨に基づき、第二ブロックの区立図書館に館所蔵の図書資料の協力貸出

をし、また、第二ブロックの区立図書館から館未所蔵の図書資料の協力借受をすることができる。ただし、発行

後３か月以内の新刊図書、最新号の雑誌、コミック、参考図書等の貸出不可資料及び荒川区立中央図書館の

館長（以下「中央図書館長」という。）が貸出不可と認める図書資料等については、相互貸借の対象外とする。 

２ 相互貸借の期間は、貸出手続を行った日から返却されるまで４５日以内とする。この場合において、期間の延

長は、行わないものとする。 

３ 第二ブロックの区立図書館は、自区の配本車を毎月１回、各区の中心館まで運行するものとする。 

４ 相互貸借に係る図書資料を紛失し、又は汚破損した場合は、館又は協力貸出先館は、同一又は相当の資料

等をもってその補填をしなければならない。 

（第二ブロック以外の公立図書館への協力貸出） 

第６条 館は、第二ブロック以外の公立図書館等に、館所蔵の図書資料の協力貸出をすることができる。 

２ 前条第１項ただし書の規定は、前項の規定による協力貸出（以下「ブロック外協力貸出」という。）についても適

用があるものとする。 

３ ブロック外協力貸出の期間は、貸出手続を行った日から館に返却されるまで３５日以内とする。この場合にお

いて、期間の延長は、行わないものとする。 

４ ブロック外協力貸出を行う際の図書資料の配送は、原則として書籍郵便小包により行うものとし、その経費は、

協力貸出先館が貸出及び返却の往復分を負担する。ただし、法令等により無料と定められている場合又は協

力車を利用して行う場合は、この限りではない。 

５ 協力貸出先館は、館の図書資料等を受け取ってから当該図書資料等の返却が館に確認されるまでの間、善

良なる管理者の注意をもって図書資料等の管理を行わなければならないものとする。 

６ 協力貸出先館は、館から借り受けた図書資料を紛失し、又は汚破損した場合は、同一若しくは相当の資料等

をもって館にその補填をしなければならない。 

（第二ブロック以外の公立図書館からの協力借受） 

第７条 館は、協力借受をしようとする図書資料が第二ブロックに未所蔵の場合は、第二ブロック以外の公立図書

館から館未所蔵の図書資料の協力借受（以下「ブロック外協力借受」という。）をすることができる。この場合に

おいて、ブロック外協力借受をできる図書資料の範囲及び点数は、第３条第２号から第６号までに掲げる区分

に従い、当該各号に定める規程等に定めるところによる。 

２ 館は、ブロック外協力借受をする場合は、第３条第２号から第６号までに掲げる順序で申し込むものとする。 

３ ブロック外協力借受の期間は、協力借受先館の貸出手続が終了してから当該協力借受先館に返却されるまで、

都立図書館にあっては２８日以内、国立国会図書館にあっては３０日以内、その他の公立図書館にあっては

協力借受先館の規程等に定められた期間とする。この場合において、期間の延長は、行わないものとする。 

４ ブロック外協力借受により借り受けた図書資料の取扱いについては、国立国会図書館に係るものにあっては

館内閲覧のみとし、その他の公立図書館に係るものにあっては当該公立図書館の規程等に定めるところによ

る。 

５ ブロック外協力借受により借り受けた図書資料の配送は、配本車若しくは都立協力車又は書籍郵便小包により

行うものとする。 

６ 前項の規定により書籍郵便小包により図書資料の配送を受ける場合においては、その経費は、ブロック外協

力借受を館に申し込んだ利用者（以下「協力借受利用者」という。）が借受及び返却の往復分を負担する。た

だし、協力借受先館が、当該館の規程等によりその費用を負担する場合においては、この限りでない。 

７ 協力借受利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならないものとする。 

 （１） ブロック外協力借受を受けた図書資料を受け取ってから館に返却するまでの間、善良なる管理者の注意
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をもって、図書資料の管理を行うこと。 

 （２） ブロック外協力借受に係る図書資料については、その貸出及び返却を、館のカウンターにおいて行うこ

と。 

 （３） ブロック外協力借受に係る図書資料の問い合わせについては、これを申し込んだ館に行うこととし、協力

借受先館に問い合わせ、又は催促をしてはならないこと。 

８ 館は、ブロック外協力借受により借り受けた図書資料を受け取ってから協力借受先館が当該図書資料の返却

を確認するまでの間、善良なる管理者の注意をもって、図書資料の管理を行わなければならない。 

９ 協力借受利用者は、ブロック外協力借受を受けた図書資料を紛失し、又は汚破損した場合は、同一又は相当

の資料等をもって館にその補填をしなければならないものとし、館はこれを協力借受先館に返納するものとす

る。 

１０ 館は、協力借受利用者がブロック外協力借受を受けた図書資料を紛失し、又は汚破損した場合において、

当該協力借受利用者による前項の補填が困難となった場合は、館の責任においてこれに対処しなければなら

ない。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、中央図書館長が定める。 

   

 附 則 

 この要綱は、平成２１年１１月１日から施行する。 
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（15） 荒川区立図書館障がい者サービス事業実施要綱 

平成２０年１０月３１日制定 

２０ 荒教南図第３５３ 号 

（ 教 育 長 決 定 ） 

             平成２９年４月１日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、身体の障がい等により荒川区立図書館（以下「図書館」という。）の利用が困難な者及

び出版物の通常の形態での利用が困難な者に対して図書館が提供する障がい者サービス事業（以下「障が

い者サービス事業」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業の内容等） 

第２条 障がい者サービス事業の名称、利用対象者、内容等は、別表に定めるとおりとする。 

 

（利用申請） 

第３条 障がい者サービス事業を利用しようとする者は、障がい者サービス事業利用申込書（様式１）によ

り図書館の館長に申し込むものとする。 

２ 図書館の館長は、前項の申込みを適当と認めたときは、当該申込みに係る障がい者サービス事業を速や

かに提供する。 

 

（費用） 

第４条 障がい者サービス事業の利用に係る費用は、無料とする。 

 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、中央図書館の館長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。 

２ 荒川区立図書館家庭配本実施要綱（昭和５７年４月１日付け）、荒川区立図書館対面音訳実施要綱（平成

１４年３月１４日付け１３荒教南図発第１６１号）及び荒川区立図書館視覚障害者用録音物等郵送貸出要

綱（平成１５年３月２５日付け１４荒教南図発第１５７号）は、廃止する。 

３ この要綱の施行の際、前項の規定による廃止前の荒川区立図書館家庭配本実施要綱又は荒川区立図書館

視覚障害者用録音物等郵送貸出要綱の規定により資料の貸出しを受けている者は、この要綱の施行の日に

おいて、別表に規定する図書館資料の郵送サービス又は図書館資料の宅配サービスを受けているものとみな

す。 
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別表（第２条関係） 

名称 利用対象者 内容 貸出期間等 その他 

録音図書、点訳

図書等（以下「サ

ービス用資料」

という。）の貸

出し 

１ 視覚障がい者 

２ 身体等が不自

由なため、出版物

の通常の形態で

の利用が困難な

者 

利用者からの要望

に応じ、サービス用

資料を貸し出す事

業 

貸出期間は、１か月

以内とする。 

 

対面音訳 １ 視覚障がい者 

２ その他図書館

の館長が認めた

者 

図書館が所蔵する

資料又は利用者が

持参した資料を、図

書館の職員又は音

訳奉仕者が音訳す

る事業 

音訳の利用時間は、

９時３０分から１

７時までの間にお

いて利用者が希望

する時間（２時間を

限度とする。）とす

る。 

 

図書館資料の郵

送サービス 

１ 視覚障がい者 

２ その他図書館

の館長が認めた

者 

利用者から口頭、電

話又はＦＡＸによ

り申込みを受け、郵

送により図書館資

料を届ける事業 

貸出期間は、１か月

以内とする。 

資料の返却は、原則

として、郵送で行う

ものとする。 

図書館資料の宅

配サービス 
身体等が不自由なた

め、図書館への来館

が困難な者 

利用者から口頭、電

話又はＦＡＸによ

り申込みを受け、宅

配により図書館資

料を届ける事業 

配送の時間帯は、９

時３０分から１７

時までとし、貸出期

間は、１か月以内と

する。また、１回当

たりの重さは、３ｋ

ｇを限度とする。 

資料の返却は、原則

として、図書館の職

員が直接受け取り

に行くものとする。 

機器等の貸出し １ 視覚障がい者 
２ 身体等が不自

由なため、出版物

の通常の形態で

の利用が困難な

者 

サービス用資料を

利用するために必

要となる機器等を

貸し出す事業 

貸出期間は、１か月

以内とする。 

 

 備考 

  １ すべての障がい者サービス事業における利用対象者は、区内に住所を有する者であることを要件と

する。 

  ２ 上記の表及び備考１の規定にかかわらず、図書館の館長が特に必要と認めた者については、障がい

者サービス事業の利用対象者とすることができるものとする。 
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（様式１）  
 

障がい者サービス利用申込書 

□新規  □再発行  □変更 利用者番号         －  

ふりがな  

１.男 

２.女 

生 年 月 日 

氏名 

 
１.明 ２.大 ３.昭 ４．平 

年    月    日 

住所 

〒   － 

荒川区        丁目        番        号 

  方 

電話 
１.自宅 ２.携帯 ３.呼出 

    －     －      

学校名 

学年 

学校 

年 

希望内容 
提供方法    来館 ・ 宅配 ・ 郵送 

点字の読み   読める ・ 読めない 

登録年月日 年  月  日 該当事項 視覚・聴覚・肢体・内部・寝たきり・その他 

荒川区立図書館 
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（16） 荒川区立図書館点訳奉仕者及び音訳奉仕者設置要綱 

平成２０年１０月３１日制定 

２０荒教南図発第３５３号 

（ 教 育 長 決 定 ） 

平成２９年４月１日一部改正 

 

（設置） 

第１ 障がい等の理由により、出版物の通常の形態での利用が困難な者（以下「利用困難者」という。）に対する図

書館サービスの向上を図るため、荒川区立中央図書館（以下「中央図書館」という。）に、点訳奉仕者及び音訳

奉仕者を置く。 

（業務） 

第２条 点訳奉仕者及び音訳奉仕者（以下「奉仕者」という。）は、図書館から依頼を受けた資料の点訳、音訳等を

行い、利用困難者の利用が可能な形態に資料を変換するものとする。 

２ 前項に規定する業務のほか、音訳奉仕者は、図書館からの依頼に基づき、対面音訳を行うものとする。 

（登録の申出） 

第３条 奉仕者になろうとする者は、中央図書館長（以下「館長」という。）にその旨の申出を行うものとする。 

２ 館長は、前項の申出を行った者については、図書館が主催する奉仕者養成講座を受講させることとし、当該講

座の受講した者のうちから適当と認めた者を、奉仕者として登録するものとする。ただし、館長が特に認める者

については、当該講座を受講していない場合であっても、奉仕者として登録することができる。 

（録音室の利用等） 

第４条 奉仕者は、第２条の業務の実施に当たっては、図書館の録音室及び対面音訳室並びに当該業務を実施

するために必要な録音機器等を使用することができる。 

（経費の支弁） 

第５条 奉仕者に対しては、第２条の業務の実施に当たり必要となる費用の一部を支出することができる。 

（登録の取消し） 

第６条 館長は、奉仕者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消すことができる。 

 （１） 辞退の申し出があったとき。 

 （２） 奉仕者として不適当と認めたとき。 

（研修会の実施等） 

第７条 課長は、奉仕者の確保及び養成に資するため、研修会及び講習会並びに利用困難者との懇談会等を開

催するものとする。 

２ 奉仕者は、図書館との連絡を緊密にするほか、前項の研修会等に参加すること等により、技術の向上に努める

ものとする。 

（その他） 

第８ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、課長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。 

２ 荒川区立図書館点訳奉仕者設置要綱（昭和５９年１月１日付け）及び荒川区立図書館録音奉仕者設置要綱（平

成１４年３月１４日付け１３荒教南図発第１６０号）は、廃止する。 

３ この要綱の施行の際、前項の規定による廃止前の荒川区立図書館点訳奉仕者設置要綱の規定により図書館

に登録されていた点訳奉仕者及び荒川区立図書館録音奉仕者設置要綱の規定により図書館に登録されてい

た録音奉仕者は、この要綱の施行の日において第３条第２項の規定により奉仕者として図書館に登録されたも

のとみなす。 


